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専門試験（記述式）
（試験の区分） （出 題 分 野）
行 政 政治学、行政学、国際関係、憲法、行政法、民法、商法、刑法、民事訴訟法、国

際法、経済理論、財政学、経済政策及び公共政策のうち、受験者の選択する３科
目（公共政策を含む選択をする場合にあっては、２科目又は３科目）

人 間 科 学 心理学に関連する領域、教育学、福祉及び社会学に関連する領域、教育学に関連
する領域、福祉に関連する領域並びに社会学に関連する領域のうち、受験者の選
択する２領域（心理学に関連する領域を含む選択をする場合にあっては、１領域
又は２領域）

工 学 受験者の選択する次の１又は２のいずれかに掲げる科目
１ 計測工学、制御工学、情報工学（ハードウェア）、情報工学（ソフトウェア）、
電磁気学・電気回路、電気機器、電力工学、電子工学、通信工学、信頼性工学、
材料力学、機械力学、流体力学、熱力学・熱機関、航空工学、構造力学（土木）、
土質力学、水理学、土木計画、環境工学（土木）・衛生工学、材料工学（材料
科学）、材料工学（金属材料）、材料工学（無機材料）、原子力工学（原子核・
放射線）、原子力工学（原子炉・核燃料サイクル）、船舶海洋工学（流体）及び
船舶海洋工学（構造）のうち、受験者の選択する２科目
２ 建築設計及び都市設計のうち、受験者の選択する１科目

数理科学・物理・
地球科学

代数、幾何、解析、確率・統計、情報科学、数学モデル、経営工学（経営数学・
生産管理・品質管理）、古典物理学、現代物理学（物性物理学を含む。）、地球物
理学及び地質学

化学・生物・薬学 物理化学、無機化学、有機化学、分析化学、化学工学、薬化学、薬理学、薬剤学、
食品学、土壌肥料学、農薬、生化学、分子生物学、生物工学、応用微生物学、発
生生物学、生理学、細胞生物学（形態学を含む。）、遺伝学及び生態学（動物行動
学を含む。）

農業科学・水産 作物学、園芸学、育種遺伝学、植物病理学、昆虫学、農業資源経済学、農業経営
学、食料政策・農業政策、家畜育種学、家畜繁殖学、家畜生理学、家畜飼養学・
家畜栄養学・飼料学・家畜管理学、漁業学、水産資源学、水産海洋学、水産環境
保全、水産生物学、増養殖学、水産化学及び水産利用学のうち、受験者の選択す
る２科目

農 業 農 村 工 学 設計・施工、農業水利学、土地改良、農村計画学、農村環境整備、公共経済学、
生物生産機械工学、食料機械工学・生物生産施設工学及び環境調節工学のうち、
受験者の選択する２科目

森林・自然環境 森林科学に関する基礎、国土保全に関する基礎、自然環境・公園緑地に関する基
礎及び木材等林産物に関する基礎のうち、受験者の選択する１科目

平成 25年度国家公務員採用総合職試験（大卒程度試験）公告
国家公務員法第47条の規定に基づき、採用試験について次のように告知する。
なお、「教養」の区分試験については、別途告知する。
平成 25年４月１日 人事院事務総長 尾西 雅博

１ 試験の名称 平成25年度国家公務員採用総合職試験（大卒程度試験）
２ 試験の区分 政治・国際、法律、経済、人間科学、工学、数理科学・物理・地球科学、化学・生
物・薬学、農業科学・水産、農業農村工学、森林・自然環境
３ 対象官職 係員の官職その他これに準ずる官職として人事院が定めるもののうち、主として政策
の企画立案等の高度の知識、技術又は経験を必要とする業務に従事することを職務とする官職

４ 給与 この試験に合格し、採用された者が「一般職の職員の給与に関する法律」の適用を受ける
場合の俸給月額は、原則として下記のとおりであるが、平成26年３月31日までの間は「国家公務員
の給与の改定及び臨時特例に関する法律」により、俸給月額に100分の4•77を乗じて得た額を減じ
て支給される。
（適用俸給表） （俸 給 月 額）
行政職俸給表^ ２級１号俸 181¶200円
専門行政職俸給表 １級17号俸 182¶300円
税務職俸給表 ２級１号俸 208¶200円
公安職俸給表^ ３級５号俸 203¶100円
公安職俸給表_ ２級１号俸 208¶200円
研究職俸給表 ２級５号俸 194¶800円
なお、このほか、法律の定めるところにより、諸手当が支給される。
特定独立行政法人の職員となる場合には、それぞれの特定独立行政法人において定められた給与
が支給される。
５ 受験資格 次に掲げる者とする。
\ 昭和58年４月２日から平成４年４月１日までに生まれた者
] 平成４年４月２日以降に生まれた者で次に掲げるもの
ア 大学を卒業した者及び平成26年３月までに大学を卒業する見込みの者
イ 人事院がアに掲げる者と同等の資格があると認める者
ただし、日本の国籍を有しない者及び国家公務員法第38条の規定により国家公務員となることが
できない者は、受験することができない。
６ 第１次試験
\ 試験種目 基礎能力試験及び専門試験（多肢選択式）（専門試験（多肢選択式）の出題分野は別
記のとおりとする。）

] 試験の実施日 平成25年４月28日（日）
^ 試験地 札幌市、盛岡市、仙台市、千葉市、東京都、新潟市、長野市、静岡市、名古屋市、金
沢市、京都市、大阪市、神戸市、松江市、岡山市、広島市、高松市、松山市、福岡市、北九州市、
熊本市、鹿児島市及び那覇市
~ 試験場は、原則として上記都市内に設けるが、申込者数等の状況に応じて、上記都市周辺に
設ける場合もある。

_ 第１次試験合格者発表 平成25年５月10日（金）に、受験番号及び試験地を、人事院事務総局
（東京都千代田区霞が関１`２`３）及び第１次試験を実施した試験地を管轄する人事院の地方
事務局又は沖縄事務所（それぞれの所在地は10\に掲げる。）（以下「人事院事務総局等」という。）
における掲示又は人事院事務総局等に備えて一般の閲覧に供する方法、インターネットの利用そ
の他適切な方法により発表する。
なお、合格者には書面で通知する。

７ 第２次試験
\ 試験種目 専門試験（記述式）、政策論文試験及び人物試験（専門試験（記述式）の出題分野
は別記のとおりとする。）（人物試験は、個別面接により行う。）
なお、人物試験の参考とするため、性格検査を行う。

] 試験の実施日 専門試験（記述式）及び政策論文試験 平成25年５月26日（日）
人物試験 平成25年５月28日（火）から６月14日（金）までの間の指定する日
なお、性格検査は平成25年５月26日（日）に行う。

^ 試験地 次表に掲げる第１次試験を受験した都市に対応した第２次試験地で受験すること。
なお、第１次試験を受験した都市に対応した第２次試験地が２か所ある場合は、いずれかを第
１次試験合格通知書及び第２次試験通知書で指定する。
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